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平成28年１月29日（金曜日）

午後１時30分開会

会議に付した案件

○概要説明

商工観光労働部

１．「みやざき産業振興戦略」骨子（案）につ

いて

総合政策部

１．地域公共交通による移動手段の確保につ

いて

○協議事項

１．委員会報告書骨子（案）について

２．次回委員会について

３．その他

出席委員（12人）

委 員 長 髙 橋 透

副 委 員 長 野 﨑 幸 士

委 員 原 正 三

委 員 中 野 一 則

委 員 宮 原 義 久

委 員 後 藤 哲 朗

委 員 日 髙 陽 一

委 員 満 行 潤 一

委 員 渡 辺 創

委 員 重 松 幸次郎

委 員 来 住 一 人

委 員 西 村 賢

欠 席 委 員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

商工観光労働部

商工観光労働部長 永 山 英 也

商工観光労働部次長 畑 山 栄 介

企業立地推進局長 川 野 美奈子

観光経済交流局長 武 田 宗 仁

商 工 政 策 課 長 日 下 雄 介

経営金融支援室長 門 内 隆 志

産 業 振 興 課 長 野 間 純 利

産業集積推進室長 谷 口 浩太郎

労 働 政 策 課 長 久 松 弘 幸

地域雇用対策室長 天 辰 晋一郎

企 業 立 地 課 長 日 高 幹 夫

観 光 推 進 課 長 福 嶋 清 美

記紀編さん記念事業推進室長 松 浦 直 康

オールみやざき営業課長 酒 匂 重 久

総合政策部

総 合 政 策 部 長 茂 雄 二

総合政策部次長
金 子 洋 士

（政策推進担当）

総合政策部次長
興 梠 正 明

（県民生活担当）

部参事兼総合政策課長 井 手 義 哉

総 合 交 通 課 長 野 口 和 彦

事務局職員出席者

政策調査課主幹 松 浦 好 子

政策調査課主査 森 田 恵 介

○髙橋委員長 それでは、ただいまから地方創

生対策特別委員会を開会いたします。

まず、本日の委員会の日程についてでありま

すが、お手元に配付の日程（案）をごらんくだ

さい。

今回の概要説明は、２部構成で考えておりま

す。

平成28年１月29日（金曜日）
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平成28年１月29日（金曜日）

まず、地域経済の活性化に関連して、商工観

光労働部に、みやざき産業振興戦略骨子（案）

について説明をお願いしております。

その後、執行部に入れかわっていただき、高

齢者が安心して暮らせる地域づくりに関連して、

総合政策部に、地域公共交通による移動手段の

確保について説明をお願いしております。

その後、委員協議で、委員会報告書骨子（案）

等について御協議をいただきたいと思います。

このように進めてよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○髙橋委員長 それでは、そのように決定いた

します。

では、執行部入室のため暫時休憩いたします。

午後１時31分休憩

午後１時32分再開

○髙橋委員長 委員会を再開いたします。

本日は、まず、商工観光労働部においでいた

だきました。

それでは、早速、概要説明をよろしくお願い

いたします。

○永山商工観光労働部長 商工観光労働部でご

ざいます。どうぞ、よろしくお願いいたします。

まず初めに、一言お礼を申し上げます。

委員の皆様方には、先月の県内調査におきま

して、みやざきＪＯＢパーク＋など商工観光労

働部の関連施設を調査いただきました。まこと

にありがとうございました。

本日は、特別委員会資料の目次に掲げており

ますように、今現在、策定を進めております、

みやざき産業振興戦略の骨子について説明をさ

せていただきます。

これは、地方創生の大きな柱であります人口

減少対策に取り組む上で、特に若者の定着促進

を図ることが極めて肝要であるというふうに考

えております。そのためには、県内産業の振興

により安定的で、かつ良質な雇用の場を確保す

ることが必要であるというふうに考えておりま

す。このため県では、地域経済を支え、雇用の

受け皿となります中小企業、小規模企業の振興

を図りますとともに、フードビジネスの推進と

いった成長産業の育成等に取り組んでいるとこ

ろでございます。今後、さらに、これを戦略的

に進めていくという観点から、良質な雇用の確

保と付加価値の高い産業の振興を目指します、

みやざき産業振興戦略を策定することとしたと

ころでございます。

きょうは、その戦略の現時点での骨子につき

まして説明をさせていただきます。

詳細につきましては、担当課長から説明いた

しますので、よろしくお願いいたします。

私からは以上でございます。

○日下商工政策課長 それでは、商工政策課よ

り、みやざき産業振興戦略骨子（案）につきま

して御説明申し上げます。

現在、この骨子（案）につきましては、経済

団体、企業、市町村等と意見交換を行いながら

策定を進めているところでございまして、その

骨子（案）についての御報告ということでござ

います。

お手元の資料の１ページをお開きください。

まず、一番上の１番のところにございます策

定の考え方でございますけれども、宮崎県総合

計画「未来みやざき創造プラン（アクションプ

ラン）」を具体的に展開するための実行計画とい

うことでございまして、地方創生のトップラン

ナーを目指し、産学金官が一体となって戦略的

に施策を推進するために策定するというもので

ございます。
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平成28年１月29日（金曜日）

28年度から30年度までの３カ年を計画期間と

しているところでございます。

２のところに戦略の目標と掲げさせていただ

いておりますけれども、付加価値の高い産業の

振興と良質な雇用の確保を掲げているところで

ございます。

こちらにつきましては、少しめくっていただ

きまして、４ページをお開きいただければと思

うんですけれども、４ページ目の本県経済の現

状（２）というところをごらんいただければと

思いますが、本県の平均賃金、それから１人当

たりの県民所得、こちらを掲載しておりますが、

いずれも全国でも大分、最下位のレベルという

ことでございます。

こういった現状の背景でございますけれども、

その次の５ページのところに掲載をさせていた

だいております付加価値、それから労働生産性

というのを次のページに載せさせていただいて

おりますが、労働生産性につきましては全国47

位ということで、最下位ということでございま

して、また、その次のページにございますよう

に、６ページ目、県際収支ということで載せさ

せていただいていますが、これも大変大きなマ

イナスとなっているところでございます。

こういったことが背景として、先ほどのよう

な本県の経済、現状ということになっていると

いうことで理解をしているところでございます。

こういった状況、改善をしていくためには、

しっかりと国の内外から外貨を稼いで、それを

県内に循環をさせると。そして、県外に漏れ出

さないようにするということが必要だというこ

とでございまして、これをこの戦略の理念とい

うことでさせていただいているところでござい

ます。

その具体的なモデル図につきましては、その

次の７ページ目に、図といいますか、絵を書か

させていただいております。こちらのマネーの

流れということで書かせていただいているモデ

ル図でございますけれども、すなわち移輸出を

ふやして外貨を稼ぐこと、同時に所得の県外流

出を減らすために、地産地消によりまして県内

調達や消費をふやすということで、付加価値の

高い産業を興して、また、県内所得を県内企業

の再投資に回していくという形で、県内経済の

好循環、これを構築していくことが必要だとい

うふうに考えているところでございます。

続きまして、骨子案の内容の御説明をさせて

いただきたいと思います。

２ページをお開きいただければと思います。

大きなＡ３の資料をお開きください。

下のところにプロジェクトの概要というとこ

ろがあると思います。こちらのプロジェクトの

概要の下に、ⅠからⅤ番、大きく分けまして５

つのプロジェクトを掲げさせていただいており

ます。それぞれのプロジェクトにつきまして御

説明をさせていただきたいと思います。

まず、１つ目が、左側にございます中核企業

育成プロジェクトでございます。先ほど申しま

したような国内外から外貨を稼ぐことができる

ような、そういった中核となる企業、これを育

成していくというために関係機関が一体的・集

中的に支援を行っていこうというのが中核企業

育成プロジェクトの考え方ということでござい

ます。

２つ目が、その下にございます小規模企業支

援プロジェクトでございます。県内の99％を占

めます中小企業、また、88％を占める小規模企

業につきましては、県内における経済循環を支

えているということでございます。その底上げ

を図るということが重要でございますので、商
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工会等の経営支援機能を強化するための経営指

導員等の人材育成などに取り組んでいきたいと

いうふうに考えております。

また、あわせまして、創業というところにつ

いても触れさせていただいておりますが、新し

い価値やサービスを創造して急成長するような

企業、いわゆるスタートアップ、これを発掘、

育成することで、スタートアップの聖地みやざ

きを目指す取り組みを進めていきたいというふ

うに考えているところでございます。

３つ目が、その下にございます商業・サービ

ス業活性化プロジェクトでございます。県、国

内外から外貨を稼ぐとともに、県内における消

費を活発にさせて、経済循環をしっかりと起こ

していくためには、県内の商業・サービス業の

活性化が不可欠でございます。このため、イン

ターネットの活用による販路拡大等を進めるほ

か、商店街等の中心市街地の活性化を支える若

手リーダーやタウンマネジャーの育成等を進め

てまいります。また、地域の観光を支える人材

の育成を図るなど、観光を産業として捉えまし

て観光消費額をふやすための取り組みを進めて

まいりたいと考えております。

右に参りまして、４つ目が、産業集積プロジェ

クトでございます。県内に付加価値をしっかり

ととどめるためには、産業の集積が必要でござ

います。これまでもフードビジネスの推進、東

九州メディカルバレー構想を初めとした医療機

器産業の振興、また、東九州自動車道の開通を

生かした自動車産業の振興等に取り組んできた

ところでございますけれども、今後ともしっか

りとこういった取り組みを進めまして、また、

ＪＥＴＲＯを活用するなど、海外展開も含めて

しっかりとした取り組みを進めていきたいと考

えているところでございます。また、これらに

加えまして、ＩＯＴの推進等ＩＣＴ産業の振興、

また、エネルギーの地産地消を目指したエネル

ギー産業の振興なども進めてまいります。

最後が、一番右下にございます未来産業（夢）

プロジェクトでございます。本県の強み等を生

かしました新たな産業を推進しようというもの

でございまして、今回、こちらの戦略の骨子（案）

では２つの産業を取り上げているところでござ

います。１つ目が、航空機産業でございます。

もう一つが、スポーツ・ヘルスケア産業でござ

います。

航空機産業につきましては、今後、世界的に

大きく成長することが見込まれているところで

ございまして、本県におきましても参入の動き

が出つつあることから、これをさらに加速させ

るものでございます。

後者のスポーツ・ヘルスケア産業につきまし

ては、全国的にスポーツ産業とか、また、健康

関連産業の拡大が見込まれる中にありまして、

まさに本県の強みでございます食や観光とスポ

ーツ・ヘルスケアを融合させることにより、新

たな産業として確立しようというものでござい

ます。

こういった５つのプロジェクトをしっかり進

めるに当たりましては、その上にございます産

学金官のサポートシステム、これもしっかりと

取り組んでいきたいと考えております。具体的

には３つ掲げておりますが、企業の成長促進、

産業人材の育成、それからイノベーションにつ

きまして、産学金官が一体となって取り組むた

めのサポートシステムを構築することで、この

プロジェクトの推進をしっかりと支えてまいり

たいと考えております。

以上が、骨子（案）の内容でございます。

１ページ目に戻っていただきまして、スケジュ

平成28年１月29日（金曜日）
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平成28年１月29日（金曜日）

ールというところにも書かせていただいており

ますが、今後とも商工会を初めとする経済団体

や企業、市町村等と意見交換をしっかり進めな

がら策定を進めていきたいというふうに考えて

おります。どうぞよろしくお願いいたします。

以上でございます。

○髙橋委員長 執行部の説明が終わりました。

御意見、質疑がございましたら、御発言をお

願いいたします。

○中野委員 私は、大変すばらしい振興計画だ

と思っております。初めて知りました。それで、

これは県議会の承認は必要としていないんです

か。

○日下商工政策課長 現在、こちら、取り組み

を進ませていただいていますが、位置づけとい

うことで、こちらの戦略につきましては、県の

総合計画であります未来みやざき創造プラン（ア

クションプラン）、こちらを具体的に展開してい

くための実行計画ということで位置づけたいと

考えておりまして、こちらの戦略そのものにつ

きましては、委員会におきましてしっかりと御

報告のほうをさせていただく、この策定に当た

りましても御報告させていただいておりますが、

議決自体には、現時点では対象案件としては捉

えてはいないところではございます。

○中野委員 総合計画の部分としてのことだか

らそうだと判断されたと思うんですが、我々議

員であってもこういうのがあるというのは初め

て知るわけですので、やはり議会の承認を得る

ような形ですると全議員がこれを承知するとい

うことになると思うんです。これが、３カ年計

画でこの計画をされておりますが、何で３カ年

計画なんでしょうか。

○日下商工政策課長 総合計画の実行計画とい

うことで、終期を現在の総合計画に合わせると

いう形で捉えているところでございます。

○中野委員 県総合計画に合わせたということ

ですか。

○日下商工政策課長 そういうことでございま

す。

○中野委員 あれ、おととし、昨年だったか、

見直しをして、あと15年はあったと思うんです

が。違ったかな。

○日下商工政策課長 総合計画を受けているア

クションプランの期間というのが平成30年度と

いうことを受けまして、それとそろえていると

いうことでございます。

○中野委員 アクションプランで見れば、残り

が３年しかなかったから３年。すると、アクショ

ンプランそのものは何年なんですか。

○日下商工政策課長 アクションプランの下位

の実行計画ということですので、アクションプ

ランが見直される場合には、こちらもあわせて

また見直しを検討することになるというふうに

は考えております。

○中野委員 アクションプランは、今のは何年

ですかと聞いている。

○日下商工政策課長 こちら４年間ということ

で、この平成30年度までの４年間ということで

あります。

○中野委員 ということは、次は、また見直し

をした場合は４年ということになるんですか。

そのときには、これも４年になるということで

すか。

○日下商工政策課長 そういう方向で検討する

ことになると思います。

○中野委員 いいことだから、これをできるだ

けみんなが目にとまるようにしてやってほしい

なと、こう思っております。これをつくること

が最大の目的にならないように、実の上がる、
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こういう戦略になるように努めてほしいかなと、

こう思っております。

普通、いろんな各種団体を集めて、専門家を

集めて審議会等をつくって、こういう戦略は練

りますよね。今回そういうのは全くされていな

くて、いわゆる職員レベルだけでつくったとい

うことですかね。

○日下商工政策課長 こちらの戦略の策定に当

たりましては、おっしゃるとおり、民間の方で

あるとか、そういった方の知見をいただきなが

ら策定することが大変大事だということで、審

議会という形ではございませんけれども、検討

会という形で民間の有識者の方であるとか、経

済団体の方であるとか、そういった方々に入っ

ていただいて議論をいただきながら、策定は進

めさせていただいているところでございます。

○中野委員 それは、例えば８月とか11月のス

ケジュールの中で、ここを指しているんですか。

○日下商工政策課長 こちらの左下のスケジュ

ール、６番のスケジュールのところにございま

すような、11月の産業振興戦略の策定等に係る

意見交換会というところ、こちらは各団体のトッ

プの方等にも入っていただきながら意見をいろ

いろいただいていますし、また、おっしゃいま

した、上の８月から１月というところで市町村、

商工会との意見交換というところでは、策定に

当たって、こちら各ブロックごとに回らせてい

ただいて、そこで市町村の担当の方であるとか、

また、商工会の方である方とも具体的に意見交

換をさせていただきながら、それを踏まえなが

ら、策定のほうを今、進めているという状況で

ございます。

○中野委員 メンバーについては、我々が知る

ところではないんですが、できたらそういうメ

ンバーも教えてほしかったなと思いました。

要は、こういう、せっかく戦略が、私は３年

で短いと思ったから言うんですけれども、本当

に産業界の中で、産学官でしたか、そういう中

に浸透していって、そして、目的が、目標が達

成されなければいかんわけです。だから、ボト

ムアップとまではいかないかもしれませんが、

いかにして実効の上がる、実の上がる戦略で、

戦略図を描いたのが最高で、あとは何もなかっ

たということがないように、すぐまた３年後に

は見直しをされる、２年後には見直しをされて、

その次になると思いますから、その次はそうい

うふうにやっていただきたいなと、こう思って

おります。

それから、目標の中の良質な雇用の確保を目

指すと。良質な雇用の確保という、それを具体

的に説明してください。

○日下商工政策課長 こちらで良質な雇用と書

かせていただいておりますのは、４ページにも

ございますとおり、本県は平均賃金が全国で46

位ということで非常に低い状況になっていると

いうことで、こちらで述べております良質な雇

用というのは、こういった形の平均賃金がもう

少し上がって、賃金面におきましてもある程度

の額が確保されるような、そういった雇用とい

うのをイメージをしているところでございます。

○中野委員 こういう戦略を練るときには、他

県を含めてどこも取り組むと思うんです。そう

いう中で、例えば、今、４ページを言われまし

たから、１人当たりの県民所得は、目指す順位

はどのくらいにするんでしょうか。

○日下商工政策課長 なかなか具体的に何位と

いうところはありませんけれども、実際、宮崎

は九州の中でも非常に低い状況でもございます。

また、九州以外に目を向けますと、例えば、

北陸地方にございます富山県であるとか石川県
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であるとか、この辺のところは、先ほど御説明

をさせていただきました県際収支、これも非常

に高く、また、１人当たりの県民所得、平均賃

金、こういったものは非常に本県と比べても高

い状況になっているということでございます。

北陸地方ということで、もちろん交通面の整備

のぐあい、産業構造など、現状におきまして当

然違う面もございますけれども、そういったと

ころも他県ではございますので、しっかりとそ

ういうところに近づけるように本県も取り組ん

でいくようなことが必要かなとは思っておりま

す。

○中野委員 順位を聞いたんだけれど、曖昧な

答弁でしたが、実はここを質問したかったんで

す。それで回りくどく、ずっと質問しました。

というのは、１人当たりの県民所得、知事の認

識は非常に曖昧です。私もこのことを、低いか

らこれを上げんといかんということで一般質問

をしました。過去何回か、何人か質問をしまし

たが、知事の答弁で必ずおっしゃられている県

民所得は、ただ、県民の個人の所得じゃないん

だと。そのとおりです。企業の得た所得を含め

て、その産業構造を含めてだから、これは、あ

ながちこれが云々ということではないという形

の答弁をいつもされるんです。誰が質問しても

そうされます。

だから、そのあたりを、どういうことであっ

ても、いかにしてこれを上げるか。大分なんて

いうのは、昔は宮崎県と変わらなかったのが、

昭和38年の暮れに新産都市に認定されてから

だったと思うんですが、あの辺が一番、物すご

い発展をして、あるいはまた、中津方面も発展

して、かなり企業も来て、こういうふうに今は33

位。宮崎県とは余り変わらんようなところがそ

うなったんだから、宮崎県も、ベストテン入り

は難しくても、国体の順位を上げるとか、それ

ぐらいの気持ちで上位を目指すという取り組み

をしてほしいなと。

そのあたりを、一番トップの知事の認識がそ

うだから、皆さん方も担当部署できちんと整理

をして、これを上げるんだと、順位を上げるん

だという意気込みがないと、ほぼ、この戦略も

画餅に帰すことになる。部長は、こういうのを

つくるのが大変上手ですから、そういう書くこ

とばっかりじゃだめだから、実効を、実の上が

るものにぜひしてほしい。そういうことで１人

当たりの県民所得も上げる、平均賃金も上げる、

その他のいろんな指数が上昇している。そうい

うことで、３年間では難しいかもしれませんが、

これを３カ年、４カ年じゃだめだから、やっぱ

り長期的な目線でぜひつくって、そして、長期

にすれば長期計画は議会の承認の必要とすると

ころだから、議会から逃れないように、議会に

も上げるということの流れでぜひしてほしいと

思います。

○永山商工観光労働部長 私たちも県の中の、

特に若い人たちが宮崎はいい県だと思ってもら

える、そういう自信を持ってもらうためには、

県民所得であったり平均賃金というのが社会的

な指標ですからしっかり上げていきたいと思っ

ていますし、できれば上位になればいいなと思っ

ていますが、正直言ってそう簡単なことではな

いと思っています。

今回、５ページでも示しておりますとおり、

そのためには付加価値額あるいは労働生産性を

上げていくんだと、そのためには企業力を伸ば

していく必要があるということで、今回、商工

観光労働部としては初めてですけれども、こう

いう戦略をつくって、団体、企業とも相当ディ

スカッションをしながらやろうとしているとこ
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ろでございます。

目標が明確じゃないんじゃないかという御批

判はあるかもしれませんけれども、しっかり戦

略的に取り組んでいきたいという思いは、部内

の職員はしっかり持っておりますし、業界、企

業とも連携をして、これが画餅に終わらないよ

うに、しっかり取り組んでいきたいというふう

に考えております。

○渡辺委員 数点、お伺いしたいんですが、も

ちろん産業振興戦略なのでマクロな視点で見て

いくというのは極めてよくわかりますし、県民

所得や１人当たりの収入額を上げるということ、

また、県際収支が改善されていくことという目

標というのはよくわかるんですが、さっき、

ちょっと課長の答弁が私は気になったんですが、

先ほど御答弁にあったように、良質な雇用とい

うのは賃金の確保、わかるんです、視点として

マクロに見ているわけなのでということではわ

かるんですけれども、本当に、さっきの御答弁

のとおりで、良質な雇用というのは、イコール

賃金の確保という観点だけで、もちろん産業振

興戦略だという面はわかりますけれども、もう

少し幅の広い分野を扱っている商工観光労働部

として、良質な雇用の確保は、イコール賃金の

確保なのだということだけでよろしいんでしょ

うか。それとも、もう少し深みのあるところま

でを含めて考えているのか。

○永山商工観光労働部長 最もわかりやすいと

ころで課長はお答えしたと思うんですけれども、

私たちは地方創生、人口減少対策、宮崎県がしっ

かり対応するためにということも含めてこの戦

略をつくっておりますので、良質な雇用という

観点で言えば、若い人たちが宮崎に残って、そ

こで結婚をし、子供を産み育てる。そういうこ

とが可能になるような、あるいは、それに対し

て希望が持てるような働く場所、これが良質な

雇用の場、それを代表的にあらわすものとして

やっぱり賃金がありますという趣旨で課長は答

えさせていただきましたけれども、そういうふ

うな考え方をしっかり持ってやっていきたいと

いうふうには思っております。

○渡辺委員 きっとそういうことなのだろうと

いうふうに思っていたところです。

中野委員からもお話がありましたように、計

画は、非常に多面にわたってきちんと整ってらっ

しゃる内容なんだろうなというふうに拝察をし

たところなんですが、じゃ、戦略をつくるに当

たって、地方創生絡みの中で全国の自治体が置

かれている状況も近いような中で、それぞれが

知恵を絞って工夫をされているんだと思います。

５番のところに、本県の強みを生かすという

ところの表現がある中では、スポーツ・ヘルス

ケア産業の振興というところが説明はありまし

たけれども、もし、この中で、宮崎県であるか

らこそとか、宮崎県の置かれている状況等をオ

リジナルというか、そういう観点で考えたとき

に、ここが宮崎として強みを生かして、また、

置かれている状況を踏まえてという、オリジナ

ルな部分があればもう少し御説明をいただきた

いと思うのが１点と、もう一つ、サブタイトル

の中にもありますが、地方創生のトップランナ

ーを目指してと。そのトップランナーという部

分は、先ほどの繰り返しになりますが、全国の

都道府県も知恵を絞ってやっている中で、ここ

が、宮崎がトップランナーであり得るんだ、こ

の戦略の中でここがトップランナーであり得る

んだというのがありましたら、もう少し教えて

いただけると、というふうに思います。

○日下商工政策課長 まずは、未来産業（夢）

プロジェクトのところでございまして、宮崎ら
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しさがどういうところにあるかというところだ

と思いますけれども、スポーツ・ヘルスケア産

業につきましては、これまでも宮崎につきまし

て、スポーツランドということで、観光面、キャ

ンプであるとか合宿であるとか、かなりスポー

ツ面で、観光面で多くの方に来ていただいてい

るところでございますが、今後は、それをより、

しっかりそこで、言い方としては、ある意味、

稼ぐというか、スポーツを稼ぐという形につな

げていこうということで、このスポーツ産業と

いうのを取り上げさせていただいております。

例えば、具体的には、スポーツといってもい

ろいろスポーツのイベントがございます。そう

いったスポーツのイベント自体がもちろんビジ

ネスになるという面もございますし、また、例

えば、観光とスポーツを結びつけるという意味

ではロコモとか、要は、健康になる、スポーツ

と観光というのは健康と観光なのかもしれませ

んけれど、ロコモということで、来ていただい

た方にいろいろな運動をしていただくという運

動のプランと、また食とか、そういったものを

組み合わせて提案するような観光であったりと

か、また、今、取り組んでいるところでは、ア

スリートフードということで、そういったアス

リートの方々の体に考慮したような食事、こう

いったもののメニューを本県、策定をしたりし

ています。そういったものをビジネスに結びつ

けていったりとか、そういった、まさに宮崎の

持っている観光の資源であったりとか、食の資

源であったり、これとスポーツ、健康、これを

まさに結びつけることで、ほかの県にはない特

徴というのが出せるのかなというふうに思って

いるところでございます。

それから、２つ目のトップランナーの部分と

いうことで、何が、どういった点がこの戦略の

中でもということで、特にという特徴というこ

とでおっしゃっていたと思いますが、こういっ

た未来産業（夢）プロジェクトもそうですけれ

ども、左の１番にございます中核企業育成プロ

ジェクトというところにも掲げさせていただい

ておりますが、本県においてしっかりと企業を

育てていくと。これによって本県全体を底上げ

というか、本県経済全体を底上げていこうと。

こういった中核企業を育てていくと。この考え

方に基づく取り組みというのは、もちろん全国

でほかがやっていないという取り組みなわけで

はないですけれども、本県においてやっていく

ということについては、先進的な取り組みとし

て非常に意義のある取り組みなのではないかな

というふうに考えているところでございます。

まさに、みやざきモデルを構築ということで書

いておりますが、関係機関が一体となって、集

中的、また一体的に行っていくという意味では、

非常に画期的な取り組みであるというふうに理

解をしているところでございます。

○渡辺委員 ありがとうございました。今、御

説明があった中で、全体的な底上げというお話

もありました。この一枚紙を見る中でもさまざ

まな事業が展開されるんだろうと思いますが、

もちろん全ての事業が数値目標を課せるもん

じゃないだろうとは思うんですけれども、これ

は、これを具体的に進めるに当たって３年間の

中で、例えば、具体的に何社の支援に当たれる

とか、何を何回やる、そういう数値目標みたい

な設定をするんでしょうか。

○日下商工政策課長 それぞれのプロジェクト

ごとにしっかりと目標を定めて取り組んでいき

たいと思います。

○渡辺委員 済みません。ありがとうございま

した。
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○ 原委員 一つだけ。具体的に聞きます。２

ページのプロジェクトの概要、Ⅰ中核企業育成

プロジェクト、右下のグローバルニッチトップ

企業、ニッチはすき間産業のことですね。ニッ

チ、のことですよね。それをまず確認と、それ

と、これ、前から私も関心があって、東大阪市

がこのニッチ産業に結構取り組んでいまして、

産業振興会館の大きなビルまでつくっています

けれども、例えて言えば、ここは、まいど１号

という人工衛星まで上げたところで、一回締め

たら絶対緩まないナットだったりとか、いろん

なもの、おもちゃもつくっています。そこへ見

に行くと、外人さんがいっぱい、ここに見に来

て、マッチングをやって商談会なんかをやった

りしているんですけれど、宮崎の場合、このニッ

チ産業を、ニッチ企業を目指すというのは、そ

れなりに非常におもしろいと思うんですが、今、

宮崎で何かニッチにかかわる芽みたいなものが、

あるいは具体的に今、グローバル産業に育つだ

ろうみたいなものとか、何かあるんですか。何

か企業秘密があれば、あるかないかだけでいい

んですけれど。

○野間産業振興課長 ここに書いてあるグロー

バルニッチトップということで、委員のおっ

しゃっておられる、すき間産業ということで、

そこで独自の技術を持つというのは非常に企業

の成長を果たしていく上で重要なことだと思っ

ています。

それで、具体的に県内のニッチトップの企業

といいますと、都城にありますブンリとかは、

これは、もう御存じと思いますけれども、金属

を削った中から金属を取り出すという、これも

日本でも相当のシェアを持っていますし、外国

はタイにも進出をしているわけですけれども、

そういうものですとか、あと、余り知られてい

ないんですけれども、宮崎市のほうにテクノマ

ートという企業がありまして、ここは、アルミ

製の金型をつくる。普通の金型は非常に硬質で、

つくるのに手間がかかるんですけれども、アル

ミ製で早くできる。そして、かたい材料でない

ものについては、それで十分対応できるという

ことで、最近、いろんな引き合いが多くなって

おりまして、メディカルバレーを進めています

けれども、その製品をつくる中でも活用されて

きているということですので、まだ、その芽は

小さいんですけれども、そういうところを発掘

していって育てていきたいというふうに考えて

おります。

○ 原委員 ブンリの場合は、金属のものは磁

石でできるんだけれど、アルミを一時どうしよ

うかと悩んでいまして、アルミは、じゃ比重で

いくしかないのかなという話を、客観的な立場

で勝手な話をしたことあるんだけれど、あそこ

はあそこで非常に伸びているようです。だから、

目指す方向として間違いない。２つ、御紹介を

いただきましたけれども、目指す方向としては

間違いないと思いますから。ただ、これにはい

ろんな発想が必要ですよね。どこの部分を開発

していくかという、そこのところが大事かなと

思っているんで、あと、具体的なところで、よ

ろしく。我々もまた、いろいろ探してまいりま

すけれど、よろしくお願いします。

○中野委員 プロジェクトの４番目、産業集積

プロジェクトの中に、飛行機の絵が載っていま

すよね。これはソラシドエアのことだと思うん

ですが、なぜここにソラシドエアの写真を載せ

たかという、その意図をお聞かせください。

○野間産業振興課長 済みません。ここに飛行

機が載っていますのは、場所がちょっとずれて

いるんですけれども、未来産業のところで航空
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機産業というのを取り上げておりまして、ここ

の航空機産業で、実際、県内の企業でソラシド

エアの機体を製造しているということではない

わけですけれども、御存じのとおり、日本で、

ＭＲＪジェットも開発が進んでいるところです

ので、そういう国内産の機体とかができれば、

将来的にはソラシドエアもそういう飛行機を採

用することもあるかというふうなことで、現在、

ソラシドエアの機体を県でつくっているという

ことではないんですけれども、今後の航空機産

業の将来ということで、県内の航空会社でもあ

りますので、ソラシドエアの写真を掲載してい

るというところでございます。

○中野委員 航空機産業に乗り出す、そこも大

きな視点になろうかと思いますので、それはそ

れで取り組んでほしいんですが、私は、集積等

により県内企業の活性化を図りますとか書いて

あったから、これは本社機能の移転とかいろん

なことが、いわゆる本社機能がソラシドエアは

宮崎にありますから、そのことかなと思って聞

いたんです。昨年、スカイネットアジアからソ

ラシドエアに会社名も変わりましたよね。だか

ら、当初スタートしたときからすると、資本も

もちろんですが、じわりじわりと宮崎から外に

出ていって、しまいには会社、本社機能もどこ

かへ行くんじゃないかなと。あそこの航路をずっ

と見れば、宮崎との関連は薄くて、必ず宮崎を

中心に動いているわけじゃないんです。私はス

カイネットアジアができたときには、宮崎がア

ジアの窓口になって、そして国内と結ぶような

航空会社になるのかなと。当初、そういう期待

もあったんです。ところが、途中でぽしゃって

しまって、また、再建された。当初の一番株主

なんかもかなりの手出しをして、かなり減額を

されて今日に至って、今、もう発言力も何もな

いんでしょう。そういうことで、本社名も既に

ソラシドエアに昨年、変わったから、場所も変

わるんじゃないかなという心配もなきにしもあ

らずなんです。だから、本社機能の移転とか、

外へ移転じゃなくて、外にあるものは宮崎県へ

という、含めてあるものはあるということで、

何か全て、かなり連携をとっていかないと出て

いかれるかもしれません。あそこの航路を見た

ら、宮崎への必要性がどのくらいあるのかなと。

県民がこういうことを言ってはいけませんが、

そう思ってしまうんです。だから、がっちりそ

ういう、今、本社機能をいかにして地方にとい

うのが地方創生の一つでもありますから、そう

いうものをいかにして取り組むか。そして、あ

るものはきちっと守るということをしてほしい。

ここに写真が載っていましたから、そういうこ

とを思いながら写真ばっかり見ていたところで

した。

○日下商工政策課長 おっしゃるとおり、本社

機能が宮崎にあることの意義というのは本当に

大変重要でございますので、この戦略も含めて

しっかりとそういった形で前に取り組んでいき

たいというふうに考えております。

○重松委員 １点だけ、また具体的に。３点目

の商業・サービス業の振興につきまして、具体

的な例で、インバウンドの活性化等により、ま

ちの活性化の促進とありますが、今、大型クル

ーズ船の入港、また、さらに拡大しているかと

思いますが、今年度どのくらい入港されるか、

観光振興局長、教えていただけませんでしょう

か。クルーズ船の入港予定です、年間予定がわ

かりましたら。

○武田観光経済交流局長 目標では、一応、来

年度は20程度というふうには聞いておりますけ

れども、ただ、具体的に、まだ、あくまでも予
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定でございますので、今後、可能な分について

は受け入れをしていきたいというふうに思って

おります。

○重松委員 その上で、入港されても、バスが

約80台ほど待機されて県内各地の観光地、また

商業施設に行かれると思うんですけれど、例え

ば宮崎市内に来られたときは郊外のショッピン

グセンターに行かれることが多いのではないか

と。まちの中心が、中心市街地活性化、商店街

の活性化のためにはバスの駐機所、乗り降りを

させるためにはどうしても中心商店街のバスの

乗り降りをスムーズにしやすいように確保をし

て、バスの駐機所をぜひ整備していただきたい

なというふうに思うんです。そうすることによっ

て中心市街地にお客さんがどんどん流れてくる

ことが一つと、ひいては、スポーツキャンプで

中心市街地のホテル、ビジネスホテルなんかに

もどんどん受け入れをする。その施設が、バス

の駐機所が必要ではないかなと。これは、将来

的には修学旅行のためにも、受け入れて、それ

から食事もそこでできるような中心市街地の再

開発するときの整備計画に必ず入れていただき

たいなというふうに思っておりまして、商店街

の声としてもそういうことが上がっております

ので、ぜひ中心市街地活性化並びにインバウン

ドの活性化と、これリンクするためには、中心

市街地のバスの駐機所、この整備をぜひともお

願いしたいなというふうに思っておりますので

よろしくお願いしたいと思います。

○武田観光経済交流局長 インバウンドのクル

ーズ船の受け入れにつきましては、これ、確か

に駐車場の確保というのは、これは宮崎だけで

はなくて大都市の福岡とか、そういった部分で

も問題になっております。バスからおりた方々

が商店街のほうに行ってスムーズに買い物がで

きたりとか、そういった環境というのは非常に

大事だと思いますので、そういった点も考えな

がら、関係するところとも含めて協議していき

たいというふうに思っております。

○髙橋委員長 ほかに質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○髙橋委員長 それでは、ないようですので、

これで終わりたいと思います。ありがとうござ

いました。執行部の皆さんは退席いただいて結

構です。

暫時休憩いたします。

午後２時12分休憩

午後２時14分再開

○髙橋委員長 委員会を再開いたします。

総合政策部においでいただきました。

早速ですが、地域公共交通による移動手段の

確保について御説明をお願いいたします。

○茂総合政策部長 総合政策部長の茂でござい

ます。どうぞよろしくお願いいたします。

本日、報告いたします項目について御説明い

たします。

お手元にお配りしております資料の表紙の下

の欄、目次をごらんください。今回は、御指示

のありました地域公共交通による移動手段の確

保について担当課長から御説明いたします。

私からの説明は以上でございます。

○野口総合交通課長 総合交通課でございます。

それでは、早速、資料の１ページをお願いい

たします。

地域公共交通による移動手段の確保について

御説明申し上げます。

既に御案内のとおり、県内では、人口減少等

に伴いまして、バスや鉄道を初めとする地域公

共交通の利用者は年々減少しており、宮崎交通



- 13 -

平成28年１月29日（金曜日）

において、本年４月より７路線12区間のバス路

線が廃止される予定で、うち５路線10区間につ

きましては、児童生徒の通学や高齢者の通院な

どの利用実態があるため、コミュニティバスの

導入など必要な代替措置が講じられる予定でご

ざいます。今後、さらに人口が減少いたします

と、地域公共交通の利用者も減り、路線の維持

確保の厳しい地域が増加するおそれがございま

す。

一方で、こうした地域におきましては、通勤

通学や買い物、通院など地域住民の日常の移動

手段として、また、運転免許を返納した高齢者

を含め、いわゆる交通弱者の移動手段を確保す

る観点からも、地域公共交通の重要性はますま

す増大しており、県や市町村を初め、交通にか

かわるさまざまな主体が相互に協力し、地域が

一体となって交通ネットワークを形成すること

が重要と考えております。

このため、県では、総合計画やまち・ひと・

しごと創生総合戦略などに基づきまして、国や

市町村、交通事業者等との連携を図りながら、

バスを中心に、３つの視点で取り組みを行って

いるところでございます。

まず、１の地域公共交通の利便性、魅力の向

上についてでございます。

地域公共交通であります路線バス等を維持し

ていくためには、まずは、県民に利用していた

だくものとなるよう、その利便性や魅力を高め、

利用したいという意識を醸成していく必要がご

ざいます。また、この春には東九州自動車道が

北九州まで開通する見込みであり、４年後には

東京オリンピック・パラリンピックが開催をさ

れる中、国内外から人、物、金を本県に取り込

み、経済や地域の浮揚につなげるためにも、県

内観光地や商業施設等への地域公共交通による

移動の円滑化を図ることが重要となってまいり

ます。

そこで、（１）の全国の相互利用が可能な交通

系ＩＣカードの導入でございますが、昨年11月14

日より、全国で相互利用できる交通系ＩＣカー

ドのサービスが、宮崎交通の路線バスと県内の12

の駅で開始されました。宮崎交通では、導入後

の12月には、昨年と同じ月に比べまして、カー

ドの利用者が約１万3,000人増加をしたほか、Ｊ

Ｒ宮崎駅でも、昨年11月に乗降客の１割強がＩ

Ｃカードを利用されるなど、現在、順調にスタ

ートしたというふうに伺っております。

なお、宮崎交通によれば、開始をされた11月

中に、ＪＲ東日本のＳｕｉｃａでありますとか、

ＪＲ北海道、Ｋｉｔａｃａという名前でござい

ますけれども、相互利用できる10の種類の全て

の交通系ＩＣカードの利用があったということ

で、県内だけではなく、県外から本県へ訪れる

観光客等の利便性向上にも寄与しているものと

考えております。

また、ＪＲ九州に対しましては、県内の他の

駅でも利用可能となりますように、サービスエ

リアの拡大につきまして要望を行っているとこ

ろでございます。

次に、（２）のノンステップバス車両の導入で

ございますが、高齢者や障がい者などの自立し

た日常生活や社会生活を確保するためには、地

域公共交通のバリアフリー化による移動の利便

性向上が重要でありますことから、地域の幹線

となるバス路線へのノンステップバスの導入に

ついて、国と協調して補助を行っているところ

でございます。

宮崎交通では、平成27年９月末現在で、路線

バスの約18.5％がノンステップバスとなってお

ります。平成31年度までに、これを25％に伸ば
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す計画というふうに伺っているところでござい

ます。

今後とも、国や交通事業者と連携を図りなが

ら、ノンステップバスの導入によるバリアフリ

ー化の促進に取り組んでまいりたいと考えてお

ります。

また、県民の公共交通の利用を促すためには、

利便性の向上とあわせまして、過度に自動車に

頼る状態から、公共交通を利用する状態に意識

を少しずつ変えていく、いわゆるモビリティ・

マネジメントと呼ばれる取り組みが必要となり

ますことから、（３）にございますように、交通

事業者が実施をします小学生を対象としたバス

の乗り方教室や鉄道利用促進のイベントについ

て広報等を行っております。

また、資料には書いておりませんけれども、

ほかにも交通事業者と連携をして、普段マイカ

ーやバイクで通勤されている方が水曜日にバス

で通勤した場合に、県内の路線バス料金が半額

となりますエコ通勤割引パスの交付も行ってお

り、今後ともこのような取り組みを通じて、公

共交通を利用する意識の醸成を図ってまいりた

いと考えております。

それでは、２ページをお願いいたします。

次に、（４）の路線バスの到着予定時刻情報の

提供実験でございます。

バスは、渋滞などでおくれが生じることがあ

り、バスが通り過ぎたのか、まだ来ていないの

か不安を感じることがございますけれども、最

近の技術として、バスにスマートフォンを設置

して、その位置情報を利用することで、比較的

正確な到着予定時刻を予測できる仕組みが出て

きております。

この仕組みを利用した社会実験として、後ほ

ど御説明申し上げますが、地域公共交通網形成

計画の策定の一環で、門川町の済生会日向病院

の待合室にて、路線バスの遅延状況を含めた到

着予定時刻を表示することによるバス利用の変

化について調査を行ったところであります。病

院の中で多くの方が足をとめて、モニターに映

し出された到着予定時刻表をごらんいただいた

と伺っておりまして、路線バスの利便性向上の

一つの手法として、今後も交通事業者と連携を

して研究をしてまいりたいというふうに考えて

おります。

また、地方創生に関しまして、国では、地方

を活性化させるための方策として、コンパクト

シティと、それを結ぶネットワークの充実を目

指しておりますが、県におきましても、県内の

拠点間を結ぶ基幹的交通ネットワークの活性化

に向けた方策が求められております。

そこで、（５）でありますけれども、各市町村

の拠点となりますバス停のみに停車することに

よる基幹的バス路線での運行時間の短縮実験で

すとか、特に利用が少ないなどの理由によりま

して、公募において交通事業者から提案のござ

いました路線での運賃低廉化などの実証実験を

昨年の12月１日から本年の２月末まで、県内の

７つの路線において実施中でございます。

また、これらの時間短縮や運賃低廉化の結果、

利用者の増が見込まれますと、交通事業者にお

いて継続した取り組みを検討いただくというよ

うなことになっております。

次に、２の客貨混載の促進等による地域公共

交通の維持・確保でございます。

バスの輸送人員が減少する中、特に中山間地

域を中心に、バス路線の多くが赤字であるなど、

路線の維持が困難な状況となっており、住民の

日常生活に必要なバス路線の維持確保をいかに

図っていくのかが課題となってきております。
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そこで、（１）の中山間地域における客貨混載

の促進でありますが、このような中山間地域の

路線バスの収益力向上を図りますとともに、物

流効率化、さらには、宅配便事業者によります

高齢者の見守りや買い物支援サービスの提供な

ど、地域住民の利便性向上を図るため、昨年10

月より西都市と西米良村を結ぶ路線バスにおい

て客貨混載事業が開始され、順調にスタートを

しているというふうに聞いております。

また、西米良村におきましては、国のモデル

事業の採択を受けまして、村営バスを活用した

実験が12月まで実施され、現在、継続に向けた

検討が進められております。県といたしまして

は、交通事業者や宅配事業者、市町村等と連携

を図りながら、中山間地域の他のバス路線への

さらなる展開を促してまいりたいと考えており

ます。

また、（２）の広域的なバス路線への運行費補

助として、県は、国や市町村との役割分担のも

と、主に広域行政の立場から複数市町村をまた

がるバス路線について、国庫補助路線について

は、バス事業者に、廃止代替路線につきまして

は、運行主体であります市町村に対し運行費の

一部を補助し、国や市町村と一体となって路線

の維持・確保を図っているところでございます。

最後に、３の地域公共交通網の再構築による

最適化についてでございます。

交通事業者の運行するバスなどが利用できな

い地域におきましては、通勤通学や病院、買い

物など日常生活の移動手段を確保するために、

市町村が運営をしておりますコミュニティバス

などは大変重要な役割を果たしております。

また、将来にわたって持続可能な地域公共交

通を再構築していくためには、幹線となる広域

的な路線と枝線となるコミュニティバス等の効

果的な連携を促し、地域の実情に応じて最適化

を図る必要がございます。

このために、まず（１）の地域公共交通網形

成計画の策定ですが、日向圏域定住自立圏構想

におきまして、地域公共交通網の確保に向け、

積極的に取り組んでおります地元の１市２町２

村とともに、まちづくりと連携した面的な公共

交通ネットワークの再構築を図るための地域公

共交通網形成計画の策定を行っているところで

ございます。

この計画では、広域的、幹線的バス路線であ

ります基幹的交通ネットワークの維持、活性化

を中心に、地域社会の変化に応じた持続可能な

公共交通ネットワークの再構築、圏域住民の暮

らしを支えるコミュニティバスなどの維持確保、

交通結節点における使いやすい乗り継ぎ機能の

強化、多様な主体が取り組む公共交通の利用促

進策の展開などを図ることといたしております。

また、県内外におけるコミュニティバス等の

事例ですとか、国の助成制度など、運行に役立

つ情報を市町村や交通事業者と共有するために、

（２）の地域バスネットワーク研究会、これを

年に２回程度、開催をしているところでござい

ます。

さらに、広域的なバスの路線から、地域の実

情に合わせましてコミュニティバス等に転換を

しようとする市町村に対し、（３）にございます

けれども、その調査費等につきまして補助を行っ

ているところでございます。

以上でございますけれども、県といたしまし

ては、冒頭に申し上げましたとおり、特に過疎

化、高齢化の進む地域での日常の移動手段の確

保は本当に大きな課題であると認識をしており

ます。今後とも国や市町村、バス事業者等とと

もに適切な役割分担と連携を図りながら、地域
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公共交通による移動手段の確保に努めてまいり

たいと考えております。

説明は以上でございます。よろしくお願いい

たします。

○髙橋委員長 執行部の説明が終わりました。

御意見、質疑がございましたら発言をお願い

いたします。

○渡辺委員 済みません。交通系ＩＣカードの

関係なんですが、あれはもともと宮交バスがやっ

ていたかと思うんですけれども、転換を図って、

ＩＣカードｎｉｍｏｃａに移しかえていったと

思うんですが、もともと宮交バスからどれだけ

出ていて、その切りかえがどのぐらい進んだの

かというのがもしわかれば教えていただきたい

というのがあって、その背景には、もともと、

あれデポジットで入れていたもので、かなり企

業としては自由に使えるお金になっていたのを

切りかえるという意味で、一旦もし切りかわっ

ていれば、宮交さん相当手出しがあったと思う

んです。その中で、そこへの補助も含めて、ど

れだけ国の補助、ここでも国と協調して補助を

行っているということですが、どのぐらい補助

を行っているのか教えてもらえればと思います

が。

○野口総合交通課長 宮崎交通ｎｉｍｏｃａ、

これにつきましては、利用状況の数字を御紹介

をしたいと思っております。

これが導入されましたのは11月14日からでご

ざいますので、11月14日から12月31日までの約

１カ月半のデータでございますけれども、まず、

宮交バスカの利用でございますが、同じ期間の

平成26年、１年前の利用が延べ人員だと約79万

人。それが、平成27年の11月14日から12月いっ

ぱいで約59万人でございますので、約20万人が

減っているということになります。翻りまして、

ｎｉｍｏｃａと、それ以外の、ほかにもカード

がございますので、例えば、ＰＡＳＭＯとか持っ

ておられれば、またそれも使えますので、それ

を合わせますと約20万人、ｎｉｍｏｃａが17

万7,000人、それ以外の10のカードが３万1,000

人というふうに聞いておりますので、数字だけ

言いますと、約20万人の利用が振りかわったと

いうふうなことになろうかと思っております。

ちなみに、ことしの１月20日時点でのｎｉｍ

ｏｃａの発行枚数、これは約４万2,000枚という

ふうに宮崎交通さんからは伺っているところで

ございます。

それから、２点目の補助金でございます。ｎ

ｉｍｏｃａにつきましては、全体の事業費が約

４億2,000万円というふうになっております。こ

のうち、４億2,000万円のうち国の補助、国庫補

助金が約１億4,000万円、これ３分の１でござい

ます。それから、県と市町村、これ、それぞれ12

分の１ということで、約3,400万円が県の補助で

ございます。

冒頭申し上げませんでしたけれども、全体の

半分、２分の１は事業者である宮崎交通の費用

負担というふうになっております。

以上でございます。

○渡辺委員 純粋に、宮交バスカがもと何枚あっ

て、それをもうやめたというか、返還したとい

うものの数字はわからないですか。

○野口総合交通課長 申しわけございません。

今、それは、手元にございません。

○渡辺委員 わかりました。ありがとうござい

ます。

○満行委員 同じく交通系ＩＣカードのＪＲの

分です。今、田野と佐土原、そして宮崎駅、12

駅しか使えないということで、今後、要望して

いくということだったんですけれど、これ、今、
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バスは県、市町村の負担金と聞いたんですけれ

ど、ＪＲの分の負担というのは、県、市町村は

あったんでしょうか。

○野口総合交通課長 ＪＲが今般、導入しまし

たＩＣカードＳＵＧＯＣＡについてでございま

すけれども、この全体の事業費が約３億2,000万

円でございます。そのうち県と宮崎市、これ宮

崎市内の駅でございますんで、県と宮崎市の補

助がそれぞれ12分の１の約2,700万円というふう

になっております。

○満行委員 田野までなんですよね。鹿児島中

央まではかなりまだ遠いんですが、せめて県内、

西都城まででも広げてほしいと。非常に便利で、

バスとＪＲ共有もできるということもありまし

て、ぜひ広げてほしいと思うんですけれど、沿

線の自治体からの要望とかいうのはないんで

しょうか。

○野口総合交通課長 沿線の自治体からは、年

でいいますと、おととし、平成26年の11月に、

当時宮崎はもう導入が決まっておりましたので、

それ以外の日豊本線沿線の首長さんがエリア拡

大につきまして知事のほうに要望をされた実績

がございます。私どもとしましてはそういった

ことも踏まえまして、毎年、ＪＲ九州等に対し

ましては要望を行っているところでございます。

○満行委員 いいです。

○髙橋委員長 ほか、ございませんか。よろし

いですか。時間はもうちょっとありますが。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○髙橋委員長 それでは、ないようですので、

これで終わりたいと思います。ありがとうござ

いました。執行部の皆様、御退席いただいて結

構です。

暫時休憩いたします。

午後２時34分休憩

午後２時35分再開

○髙橋委員長 委員会を再開いたします。よろ

しいでしょうか。

協議事項（１）の委員会報告書骨子（案）に

ついてであります。

お手元にＡ３版の資料が配付されていると思

いますが、ごらんをいただきたいと思います。

私たちの委員会の調査項目は、幅広い分野に

またがっておりますので、報告書の構成といた

しましては、３つの調査項目ごとに現状と課題、

県への提言を行い、最後の結びのところで全体

を総括したいと考えております。

詳細につきましては、書記のほうから説明を

していただきます。松浦書記、お願いいたしま

す。

○松浦政策調査課主幹 では、座って御説明さ

せていただきます。Ａ３版の地方創生対策特別

委員会骨子（案）のほうをごらんください。

まず、ローマ数字のⅡの調査活動の概要から

ですけれども、前書きのところで調査項目設定

の経緯等を整理しているんですけれども、矢印

の２つ目のところを見ていただきますと、地方

創生に関しましては、本県議会では、昨年度、

平成26年度に人口減少・地域活性化対策特別委

員会を設置しまして、調査活動及び政策提言を

行ったところですけれども、当委員会では、前

年度の特別委員会の調査内容を踏まえまして、

本県独自の課題に絞り込み、さらに調査を行う

観点から、①地域経済の活性化について、ほか

２項目についての調査を実施しましたと、こう

いうような書き出しで始めたいと考えておりま

す。

まず、調査項目１、地域経済の活性化につい

てであります。
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当委員会では、人口減少を想定しまして、本

県の特性を踏まえた上での地域経済の活性化に

ついて調査を行いました。

まず、（１）で本県の経済構造の現状、特性に

ついて整理をしました。

（２）地域経済の活性化に向けた取組では、

まず、総合的な指針となります地方版総合戦略

について、県の概要と県内調査で訪問しました

２市１村の概要について記載しております。

次に、②中山間地域活性化のための取組です

けれども、委員会のほうで、人口減少が著しい

地域に重点を置いて施策を実施すべきという御

意見もありましたので、中山間地域に軸足を置

きながら調査を行いまして、県の取り組みと中

山間地域産業振興センターの取り組み状況、委

員からの意見等について整理をしております。

③の農業・林業の分野における地方創生に向

けた取組ですけれども、本県の産業構造上、第

一次産業を核とした経済の拡大が有効でありま

すし、特に中山間地域の活性化に農林業の振興

は不可欠ということで、ここで特出しをして調

査をしております。

農業につきましては、世界農業遺産認定を契

機とした取り組み、林業につきましては、川崎

市との連携、オリンピック関連施設への木材利

用、木質バイオマス発電所への材料供給、この

あたりを中心にまとめております。

④のみやざき産業振興戦略につきましては、

本日、調査した内容をこれから整理したいと考

えております。

（３）県への提言のところなんですけれども、

委員会の中で委員から出ました、広域ビジョン

も必要ではという御意見、あと、市町村連携に

県が一定の方向を示さなくては宮崎らしさが出

ないのではという御意見があったこと。

あと、事例としまして、調査で伺いました高

知県地産外商公社で、高知県産業振興計画の御

説明がありましたけれども、この計画では、県

全体の計画と７地域のアクションプランを策定

しておりまして、その実施の際は、人的支援、

財政的支援も行っているということがありまし

た。これらを踏まえまして、今後、地域経済の

活性化に向けた取り組みを具体化するに当たっ

ては、県が広域的観点から地域間連携を推進す

るようにというような要望でまとめております。

次に、資料の右側のほうに移っていただきま

して、２の雇用対策についてであります。

本県の人口減少対策の課題である若者の県外

流出に関しまして、高卒者の県内就職促進策に

重点を置いて調査を行いました。

まず、（１）高校生の就職状況等なんですけれ

ども、①のポツの１つ目ですが、平成27年３月

の高校生の県内就職率が全国最下位であったこ

と、②の新規学卒者の３年以内の離職率が全国

平均よりも８ポイント高いこと、そういった現

状とその理由について整理しております。

（２）の若者の県内企業への就職促進と早期

離職防止のための取組では、県の取り組み、あ

と、現地調査を行いましたみやざきＪＯＢパー

ク＋と株式会社アラタナの取り組み状況、それ

に対する委員の意見を整理しております。

（３）の雇用の基盤を担う中小企業振興策で

は、県の取り組みと、あと、国が設置しており

ますよろず支援拠点で、現地調査に行きました

板橋区立企業活性化センターと、県産業振興機

構内にあります宮崎県よろず支援拠点の状況と、

それに対する委員の意見を整理しております。

（４）の県への提言ですけれども、まず、県

内企業の人材不足が顕在化しつつあり、東京オ

リンピックを控え、今後ますます首都圏への人



- 19 -

平成28年１月29日（金曜日）

口流出が懸念されております。

このような中、丸の１つ目ですが、県民全体

で危機感を持った取り組みが必要としまして、

子供たちに対しては、ふるさと教育等を系統立

て、小中高一貫して学習機会を提供することが

必要ではないか。あと、県内マスコミ等と連携

しまして、身近なところで積極的に県内企業の

ＰＲをすべきではないかということをまとめて

おります。

丸の２つ目ですが、良質な雇用の場となる企

業をふやすとしまして、中小企業支援策強化の

取り組みについて。

あと、丸の３つ目ですけれども、第一次産業

を雇用の受け皿として整備というところでは、

県内の若者はもとより移住とか、ＵＩＪターン

者の受け入れ効果も期待できるとして、林業ア

カデミー等の取り組みを今後も積極的に進めて

いただきたいというふうな形で要望したいと考

えております。

次に、３の高齢者が安心して暮らせる地域づ

くりについてですけれども、まず、現状把握と

しまして、（１）県内高齢化の推移、（２）医療

費及び介護費の現状と将来推計を整理しており

ます。そして、社会保障費を抑制するための国

の制度であります（３）の地域包括ケアシステ

ム、（４）の地域医療構想、これに対する取り組

み状況等をまとめております。（５）の健康長寿

社会づくりに向けた取組では、健康長寿男女と

も日本一を目標に掲げ、プロジェクト事業を進

行中であること。（６）日本版ＣＣＲＣ構想につ

きましては、高齢者の移住として国が主導して

おりますけれども、財源問題や人口構造のゆが

みを心配する意見も聞かれることや、県や市町

村の取り組み状況、視察に行きました、ゆいま

ーる那須の状況についてまとめたいと考えてお

ります。（７）の地域公共交通による移動手段の

確保は、本日の内容を整理したいと考えており

ます。

最後に、県の提言としまして、県民の意識調

査では、イメージする豊かさには心身の健康と

いうのが上位になっており、心身ともに健康で、

将来にわたって快適で安心安全に暮らせること

が全ての県民の豊かさにつながると考えます。

丸の１つ目ですけれども、健康長寿社会づく

りプロジェクトにつきましては、農業と食、観

光、スポーツ等あらゆる分野に健康長寿の視点

を入れ、パッケージ化し、県民運動として盛り

上げるとともに、産業の活性化にもつなげては

どうかという提案です。

丸の２つ目ですけれども、地域包括ケアシス

テムの自助や互助の担い手の観点から、高齢者

の社会参加が重要ということで、その一例とし

まして、現在、九州知事会で取り組んでおりま

す70歳現役社会の推進に積極的な取り組みを要

望したいと考えております。

そして、最後、ローマ数字のⅢの結びですが、

それぞれの調査項目での提言を総括としてまと

めとして、あと、４番目で、資料として調査活

動の経過等を整理したいと考えております。

説明は以上です。

○髙橋委員長 委員会報告書骨子（案）につき

ましては、以上説明を受けたとおりであります

が、ここで委員の皆様から御意見を伺いたいと

思います。

なお、本日調査を行った内容がまだ反映され

ていませんので、追加、修正等がありましたら

お願いいたします。

暫時休憩します。

午後２時44分休憩
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午後２時44分再開

○髙橋委員長 再開いたします。

それでは、委員会報告書の骨子（案）は資料

のとおりでよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○髙橋委員長 本日の調査事項を踏まえた骨子

（案）の修正と委員会報告書そのものにつきま

しては、正副委員長に御一任いただき、案がで

き上がりましたら、印刷のスケジュールの関係

で個別に御了解をいただく形でお願いしたいと

思いますが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○髙橋委員長 それでは、そのような形で進め

させていただきます。

次回の委員会は、２月定例会中の委員会とな

りますが、委員会報告書につきましては、先ほ

どお話ししたとおり、事前に皆様の御了解をい

ただくこととなります。でき上がりました委員

会報告書は、他の委員会の分と合冊して、２月

定例会の最終日に議場で配付することになりま

すので、御了承をお願いしたいと存じます。

なお、次回の委員会では、２月定例会最終日

に私が行います委員長報告の案について、御協

議をお願いしたいと考えておりますので、よろ

しくお願いいたします。

最後になりますが、協議事項（２）のその他

でございますが、委員の皆様から何かございま

せんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○髙橋委員長 それでは、今後の日程について

確認いたします。

次回の委員会は、３月14日午前10時から行う

予定となっていますので、よろしくお願いいた

します。

以上で本日の委員会を閉会いたします。お疲

れさまでした。

午後２時46分閉会


